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大阪市大正区南恩加島一丁目９番３号 

大阪製鐵株式会社     

代表取締役社長 野村泰介 

 

当社は、日本スチール株式会社（以下「消滅会社」といいます。）を消滅会社、当社を存

続会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）に際し、法令の定めに従い、吸収合

併契約等の内容その他法令に定める事項を記載した本書面を当社本店に備え置くこととい

たします。 

 

1 吸収合併契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

別添の「合併契約書」に記載のとおりです。 

 

2 吸収合併対価の割り当ての相当性に関する事項（会社法施行規則弟 191 条第 1 号） 

 

 日本スチール株式会社は、当社 100％出資の連結子会社であるため、当社は本合併に際

して株式その他金銭等の交付を行いません。 

 

3 新株予約権の対価の相当性に関する事項（会社施行規則弟 191 条第２号） 

  

  該当事項はありません。 

 

４ 吸収合併消滅会社に関する事項（会社法施行規則第 191 条第３号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

日本スチール株式会社の最終事業年度に係る計算書類等は、別紙２の通りです。 

 

（２）最終事業年度の末日後を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

   

該当事項はありません。 

 

 



（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

該当する事実はありません。 

 

５ 吸収合併存続会社において最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社施行規則第 191

条５号） 

 

  該当事実はありません。 

 

６ 本合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行見込みに関する

事項（会社法施行規則弟 191 条６号） 

   

  本合併効力発生日後の当社の資産額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。

また、本合併効力発生日後の当社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況につきま

して、当社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されており

ません。従いまして、本合併後における当社の債務について履行の見込みがあると判

断しております。 

 

７ 事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の内容を、ただちに開

示いたします。 

   

 

以上 

 



吸収合併契約書

2021年4月26日

吸収合併存続会社

吸収合併消滅会社

大阪製鐵株式会社

日本スチール株式会社

【別紙１】



工1由'呈惑呈怜ユ1由ユ旧弔軽4辱及鍛樂!1生梨双篭身募'翆纂⑦凾

゜Ⅵ数q"&丹菟⑦余驚奪皀qy21¥親皀1阜⑦そ'ンn縣ユ1王

船⑦7 'ンn湖ユ1"巳中'喫引皀Ⅵンn旦担&腸酉⑦¥淵黒"瓢⑦?W由'測由膨ヤ璃

(ン原血峰X'2fεt科菟⑦叫縣@ユ、n湖ユ1州巳)

゜俣,●?⑦、゛Jンn叫園測鰍⑦夢馴或氾篭浮率嘉血f21"巳'工1曲膨9璃

(鶏馴或双呪鶏率纂呈＼ι肌園Qf21畑巳)

゜皀呈Ω_ミα? 2 俣,'L董豆&1■コ'娩ミqun 21柔削

⑦斈肝■毛'γξ⑦禦馴7幽'測呈?皀惚四逓牙n測ユ1"ゑ⑦獣生無je 'n謬ン゜皀●マ目

1 目8由IZOZ '測(゜ξⅥ?「目雨瓢4辱」'ゞ_冶)日皀'L弔&邸4系⑦そW扮号率膨g 璃

(日雨軽44系)

゜皀ι鶏途&砕2

皀●旦担測7 膨9璃

(鵬漣⑦翆紺昇こ)

璃曇Π則誤瑚卑田畔割拙列¥(担弓)

科モ¥淑乍一壬Σ率倒(暑鼎):科澤熈職淵巳断和

暑e曇6目土一智叫圍型図氾¥単列¥釧鯏¥(担弓)

科ミチ¥船璃菰列¥(暑鼎):科ミ手獣型"1昌Xh和

皀啄立a肆?⑦辻冶'判担弓劉中服f鉾暑鼎⑦科毛圭斥"号膨Z璃

(担弓心f肆告鼎⑦晃圭原)

゜皀卓、(゜ξ、Ⅵマ「始↓ヲ

率」'ゞ_冶)州昌ンn〒昇モ獣貝1"巳励駈&フ'干ιモ獣凱畑巳励薊&由'ヱ17?由膨1璃

(乳g@無1号)

゜●q菟a独&(゜ξ口?「是

鯵誕率」ゞ_冶)量鯵謠率'n獣獣&鰍謬"1昌nεt?⑦辻冶'n酬ユ1奨1昌⑦干●型'工1(゜ξ゛

?「2」'ゞ冶)科毛¥船lr一壬Σ率日双¥肆(゜ξⅥ?「生」'辻冶)昇澤¥靭礪蘇列¥

是鰍泳"ロ
鮎000'



(会社財産の管理等)

第 7 条甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注'思を

もって各業務を遂行し、かつ、一切の財産の管理を行う。

2 本合併に重大な影縛を及ぼす事項を行うときは、別途甲乙協議のうえ、相手方の同意

を得て行うこととする。

(従業員の雇用)

第8条甲は、効力発生日において、乙の従業員を甲の従業員として雇用する。

2 勤続年数は、乙の計算方式による年数を通算するものとし、その他の細目にっいては

甲及び乙が協議して決定する。

(合併承認総会の省略)

第9条甲は会社法第796条第2項、乙は同法第784条第1項に基づき株主総会の承認決

議を経ずに吸収合併する。

(本契約の解除等)

第10条本契約締結後効力発生日に至るまでの問に、天災地変等の不可抗力その他の事由

により、甲または乙の財産または経営状態に重大な変動が生じた場合または隠れたる重大

な蝦症が発見された場合には、甲乙協議のうえ、本契約の条件を変更し、または本契約を

解除することができる。

(本契約の効力)

第11条本契約は、本契約にっいて必要となる関係官庁等の許認可等を受けることができ

ない場合には、その効力を失う。

(本契約規定以外の事項)

第12条本契約に定めるもののほか、本件合併に関し必要な事項にっいては、甲乙協議の

うえ、定める。

(誠実協議)

第13条本契約に規定のない事項又は本契約書の解釈に疑義が生じた事項にっいては、甲

および乙が誠意をもって協議のうえ解決する。

本契約の成立した証として、本契約書2通を作成し、甲乙それぞれ署名捺印のうえ、各1

通を保有する。
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3

事

3

業

期

自 2019年4月1日

至 2020年3月31日

報

日本スチ ル株式会社

告

第

【別紙２】



科

(資産の部)

流動資産
現金及び預金
売掛,

口
ロロ

ハ材
、,

宇蔵
前払費用
未収入金
預け金
仮払金

省 』と

15,510,259

( 2020年3月31日現在)

3,519,969

金

11,990,249
498,200
400,200
400,200

11,091β49
25,000

11,066,849
1,850,000
9,216,849

40

40

額

昭

11,753,869
15,278

3,204,737
1,365,669
257,415
29,810
1,052

12,337
6β67,565

2

定資産
有形固定資産

奪築
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品

地

建設仮勘定

無形固定資産
電話加入権

科 目

(負債の部)

流動負但
支払手形

推ト、買
払、

未払法人税等
未払事業税
未払消費税等
未払費用
預り金

表

純資産合計 11,990,289

(千円)
金額

3,756,390
3,663,933
137,242
31,079

1,462,664
2,643

99,523
1,822,373
108,404

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
保証金
リサイクル預託金
繰延税金資産

固定負債
退職給付引当金
長期未払金

負債合計

(純資産の部)
主

3,343,882
117,116

2,103,208
822,637
173,130
38,325
13,367
73,932
2,163

資
ノ＼
玉.

資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
特別積立金
繰越利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

947

947

15,510,259

91,509
266

1,110
2,256

21

87,855

176,086
174,086

2,000

文



科 目

経常損益の部

益タ
益業

^

上 局

費業 用
上原価J^

販売費及び一般管理費

営業利益

゛斗
外損益

収益

受取利息及び配当金
益唯収

費用営 業外
失堆損

経常利益

特別損益

8,031

1,033,740

損 益計算

2019年4月1日
2020年3月31日

金

1,033,740

320,317

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税 27フ,000

法人税等調整額 43,317

当期純利益

貸借対照表及び損益計算書に関する注記
1.上場有価証券の評価方法は、時価法信平価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)によっております。
2.有形固定資産の減価償却の方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準に従い、1998

年4月1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)並びに2016年4月1日以降に取
得取得した建物付属設備及び構築物については定額法、その他については定率法によっ
ております。

3.退職給付引当金は、従業員の退職に伴う退職金の支出に備えて、期末における退職給付
債務から中小企業退職金共済制度による給付見込額を控除して計上しております。

4.消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。
5.繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に

表示しております。
6.有形固定資産の減価償却累計額 5,941,9認千円
フ.1株当りの当期純利益 294 千円

額

8,091,304

761,27フ

(千円)

14,070

34,020

9,846,263

8,031

8,852,582

993,680

48,091

713,423

書

自
至

営
営

営
、



2019年4月1日残高

当期中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本等変動計算書

2019年4月1日
2020年3月31日

資本金

498,200

当期中の変動額合計

2020年3月31日残高

資本準備金

株主資本

利益剰余金

400,200

2019年4月1日残高

当期中の変動額
株主資本以外の項目の
当期中の変動額

当期中の変動額合計

2020年3月31日残高

10,448,606

自己株式

498,200

△ 70,180

713,423

その他有価証券
評価差額金

0

(千円)

株主資本合計

400,200

0

11,347,006

111

643,243

11,091,849

0

△ 71

△ 70,180

713,423

△ 71

40

643,243

11,990,249

自
至



1.この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2.重要な会計方針

①上場有価証券の評価基準及び評価方法
期末日の市場価格等に基づく時価法信平価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。

個 別

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による低価法によっております。

注

(3)固定資産の減価償却の方法

記

①有形固定資産

1.1998年4月1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)
並びに2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物
法人税法の規定による定額法によっております。

Ⅱ.その他

法人税法の規定による定率法によっております。
②無形固定資産

法人税法の規定による定額法によっております。

表

(3)引当金の計上基準

①賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の
当期負担分を計上しております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく
当期末要支給額により計上しております。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、会社内規に
よる必要額を計上しております。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

①消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(5)表示方法の変更

繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は
固定負債の区分に表示しております。

3 株主資本等変動計算書

a)期末発行済株式数
2020年3月期

②当該事業年度中に行った剰余金の配当

2019年6月26日の定時株主総会において、次の通り決議されました。
①配当金の総額 70,180千円

②配当の原資 利益剰余金

③1株当たり配当額 29,000円

④基準日 2019年3月31日

⑤効力発生日 2019年6月28日

4.その他の注記

2,420株

①有形固定資産の減価償却累計額

② 1株当たり当期純利益

5,941,983 千円

ーフー

294 千円
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